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A. 研究目的 

母子保健・小児保健・リプロダクティ

ブヘルスは、ミレニアム開発目標時代か

ら、世界の開発課題である。持続可能な

開発目標（SDGs）の目標 3 の中におい

ても、それらに関連した指標は、 

目標 3.1、3.2、3.7、3.8 の中で目標とし

てあげられている 1）。 

（各目標と指標） 

目標 3.1 

2030 年までに、世界の妊産婦の死亡率

を出生 10 万人当たり 70 人未満に削減す

る。 

指標 3.1.1 

妊産婦死亡率 

指標 3.1.2 

専門技能者の立ち会いの下での出産の割

合 

目標 3.2 

研究要旨 

【目的】持続可能な開発目標（SDGｓ）において、母子保健・小児保健・リプロダクテ

ィブヘルスのモニタリングは、低中所得国だけではなく、日本も含む高所得国において

も求められている。本研究では、それらの指標について、国連 SDGs 指標のメタデータ

の定義・方法により、日本の最新年の値を算出し、それらの値の妥当性、また日本も含

む高所得国のモニタリング指標に適しているかを検討することを目的とした。 

【方法】SDGs における母子保健・小児保健・リプロダクティブヘルスに関連した 9 つ

の指標について、SDGs 指標のメタデータで示される定義、算出方法を確認し、それに

基づき日本の各指標を算出した。 

【結果】9 つの指標（①妊産婦死亡率②専門技能者の立ち会いの下での出産の割合③5

歳未満児死亡率④新生児死亡率⑤家族計画のニーズが満たされている女性の割合⑥青年

期の出生率、⑦4 回以上妊婦ケアを受けた人の割合⑧ジフテリア・破傷風・百日咳混合

ワクチンの 3 回接種を受けた乳児の割合⑨肺炎が疑われる 5 歳未満の子どもの適切な保

健施設や医療機関の受診割合）のうち、家族計画、妊婦ケア、小児の治療の除く６つの

指標は、日本のプライマリデータにより算出可能であったが、3 つの指標については、

国連による方法で推定値の算出となった。 

【結論】家族計画、妊婦ケア、小児の治療のアクセスのモニタリング指標の推定値は、

家族計画は過大評価、妊婦ケア、小児治療は過小評価されている可能性があった。ま

た、日本の母子保健・小児保健・リプロダクティブヘルスの現状を適切にモニタリング

している指標とは言い切れず、今後、日本も含む高所得国にとって適切なモニタリング

指標の開発が必要となる。 
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2030 年までに、全ての国が新生児死亡

率を少なくとも出生 1,000 件中 12 件以

下まで減らし、５歳以下死亡率を少なく

とも出生 1,000 件中 25 件以下まで減ら

すことを目指し、 新生児及び５歳未満

児の予防可能な死亡を根絶する。 

指標 3.2.1 

5 歳未満児死亡率 

指標 3.2.2 

新生児死亡率 

 

目標 3.7 

2030 年までに、家族計画、情報・教育

及び性と生殖に関する健康の国家戦略・

計画への組み入れを含む、性と生殖に関

する保健サービスを全ての人々が利用で

きるようにする。 

指標 3.7.1 

近代的手法によって、家族計画について

の自らのニーズが満たされている出産可

能年齢（15～49 歳）にある女性の割合 

指標 3.7.2 

女性 1,000 人当たりの青年期（10～14

歳；15～19 歳）の出生率 

目標 3.8 

全ての人々に対する財政リスクからの保

護、質の高い基礎的な保健サービスへの

アクセス及び安全で効果的かつ質が高く

安価な必須医薬品とワクチンへのアクセ

スを含む、ユニバーサル・ヘルス・カバ

レッジ（UHC）を達成する。 

指標 3.8.1 

必要不可欠な保健サービスのカバー率

（生殖、妊婦、新生児及び子どもの健

康、感染性疾患、非感染性疾患、サービ

ス能力とアクセス、のモニタリングが可

能なサービスかつ必要不可欠なサービス

の平均的なカバー率と定義） 

指標 3.8.1 については、４つの生殖、妊

婦、新生児及び子どもの健康に関する指

標、３つの感染性疾患に関する指標、３

つの非感染性疾患に関する指標、４つの

保健医療サービスに関する指標を、０～

100 の指数とし、指標と定めている。 

４つの生殖、妊婦、新生児及び子どもの

健康に関する指標は、 

指標 3.8.1-1 

家族計画：結婚しているか同棲している

生殖年齢（15～49 歳）の女性で、家族

計画のニーズが現代的な方法で満たされ

ている人の割合 

指標 3.8.1-2 

妊娠と出産：特定の期間に出生した 15～

49 歳の女性のうち、4 回以上妊婦ケアを

受けた人の割合 

指標 3.8.1-3 

小児予防接種：ジフテリア・破傷風・百

日咳混合ワクチンの 3 回接種を受けた乳

児の割合 

指標 3.8.1-4 

小児の治療：肺炎が疑われる 5 歳未満の

子どもが、適切な保健施設や医療機関を

受診した割合 

 

これらの指標のモニタリングは、低中

所得国だけではなく、日本も含む高所得

国においてもモニタリングが求められて

いる。例えば、日本においても、外務省

の Japan SDGs Action Platform（外務

省のウェブページ）2）にて、国連の各指

標のメタデータ 3）の中で示されている算

出方法に則って、算出された値が経年的

に提示されている。 

 本研究では、日本の母子保健・小児保

健・リプロダクティブヘルスに関連した

日本の指標について、国連 SDGs 指標の

メタデータの定義・方法による最新年の

値を算出するとともに、それらの値の妥

当性、また、目標 3 における母子保健・

小児保健・リプロダクティブヘルスに関

連した指標が、日本も含む高所得国のモ
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ニタリング指標に適しているかを検討す

ることを目的とした。 

 

B．研究方法 

SDGs における母子保健・小児保健・

リプロダクティブヘルスに関連した 9 つ

の指標について、SDGs 指標のメタデー

タで示される定義、算出方法を確認し、

それに基づき日本の各指標を算出した。 

 

＜倫理的配慮＞ 

特になし 

 

C．研究結果 

1．指標 3.1.1：妊産婦死亡率 

（１）指標の定義 

ある期間の出生 10 万人あたりの妊産婦

死亡数。妊産婦死亡は、妊娠期間や妊娠

部位（子宮外妊娠）にかかわらず、妊娠

中、出産中、または妊娠終了後 42 日以

内に、妊娠またはその管理に関連した、

または悪化した原因による女性の年間死

亡者数（偶発的または偶発的な原因を除

く） 

（２）日本の値のデータソース 

人口動態統計 4） 

（３）最新値含む過去 5 年の値 

3.3 (2019) 

3.3 (2018) 

3.4 (2017) 

3.4 (2016) 

3.8 (2015) 

 

2．指標 3.1.2：：専門技能者の立ち会い

の下での出産の割合 

（１）指標の定義 

専門の医療従事者が出産に立ち会った割

合。専門の医療従事者とは、国内および

国際的な基準に基づいて教育、訓練、規

制を受けた資格のある母子保健専門家。 

（２）日本の値のデータソース 

人口動態統計 5） 

日本では、医療従事者が立ち会った出産

の報告はないため、人口動態統計の出生

場所別の出生数より、施設内分娩の割合

を計算。 

施設内分娩数/分娩総数×100 

（３）最新値含む過去 5 年の値 

99.85 (2019) 

99.86 (2018) 

99.86 (2017) 

99.85 (2016) 

99.86 (2015) 

 

３．指標 3.2.1: 5 歳未満児死亡率 

（１）指標の定義 

特定の年または期間に生まれた子供が、

その期間の年齢別死亡率に従った場合

に、5 歳に達する前に死亡する確率（出

生 1000 対で表す） 

（２）日本の値のデータソース 

簡易生命表 6） 

（３）最新値含む過去 5 年の値 

男 2.6 (2019) 

  2.5 (2018) 

    2.6 (2017) 

    2.6 (2016) 

    2.7 (2015) 

女 2.4 (2019) 

    2.4 (2018) 

    2.4 (2017) 

    2.6 (2016) 

    2.4 (2015) 

 

４．指標 3.2.2: 新生児死亡率 

（１）指標の定義 

特定の年または期間に生まれた子供が、

その期間の年齢別死亡率に従うと、生後

28 日目までに死亡する確率（出生 1000

対で表す） 

（２）日本の値のデータソース 

簡易生命表６） 
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（３）最新値含む過去 5 年の値 

男 0.95(2019) 

  0.91 (2018) 

    0.95 (2017) 

    0.89 (2016) 

    0.93 (2015) 

女 0.79 (2019) 

    0.83 (2018) 

    0.80 (2017) 

    0.90 (2016) 

    0.86 (2015) 

 

5. 指標 3.7.1:近代的手法によって、家族

計画についての自らの要望が満たされて

いる出産可能年齢（15～49 歳）にある

女性の割合 

（１）指標の定義 

生殖可能な年齢（15～49 歳）の女性の

うち、子どもを望まない、もしくは次の

出産を先延ばしにすることを望み、現

在、近代的な避妊法を使用している人の

割合。 

ここでは、家族計画の総需要を、自ら

または性的パートナーが避妊方法を現在

少なくとも一つ活用している既婚者また

はパートナーがいる生殖可能年齢（15–

49 歳）の女性の人数と、家族計画のニー

ズが満たされていない人数の和として定

義している。家族計画について満たされ

ていないニーズは、これ以上の子どもを

望まない、もしくは次の出産を少なくと

も 2 年は遅らせることを望んでいる既婚

者またはパートナーがいる生殖可能年齢

（15–49 歳）にある女性のうち、いかな

る避妊方法（現代的または伝統的）も用

いていない割合である。そこには、①妊

娠が望まないものであったか、妊娠のタ

イミングが計画通りでなかった全ての妊

婦、② 家族計画を利用しておらず、最

後の出産が望まないものであったかタイ

ミングが計画通りでなかった全ての産褥

性無月経の女性、③ 妊婦でも産褥性無

月経の女性でもなく、これ以上の子ども

を望まない、少なくとも 2 年間は子ども

の出産を延期したい、またはいつ次の子

供が欲しい、あるいは子供をもう一人欲

しいか分からないが、いかなる避妊方法

も活用していない女性、が含まれる。 

（２）日本の値のデータソース 

国連 SDGs 指標のメタデータでは、次

を推奨している。 

国連経済社会局人口部（United 

Nation Population Division）が公表する

Family Planning Indicator 7） の推計

値。 

（３）最新値含む過去 5 年の値 

57.1 (2019) 

56.4 (2018) 

55.6 (2017) 

55.0 (2016) 

54.9 (2015) 

 

６．指標 3.7.2：女性 1,000 人当たりの

青年期（10～14 歳；15～19 歳）の出生

率 

（１）指標の定義 

10-14 歳または 15-19 歳の女性の 1,000

人当たりの年間出生数 

（２）日本の値のデータソース 

人口動態統計 6） 

人口動態統計中の、母親の年齢（5 歳階

級）別の出生数および出生率（女性人口

1000 対）。日本の年齢階級は、14 歳以

下、15 歳～19 歳となっており、かつ 14

歳以下は、出生率ではなく、出生数のみ

となる。 

（３）最新値含む過去 5 年の値 

14 歳以下の出生数 

40（2019） 

37（2018） 

37（2017） 

46（2016） 
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39（2015） 

15 歳～19 歳の出生率 

2.8（2019） 

3.1（2018） 

3.4（2017） 

3.8（2016） 

4.1（2015） 

 

7．指標 3.8.1-1：家族計画 

指標 3.7.1 を参照 

 

8．指標 3.8.1-2：妊娠と出産 

（１）指標の定義 

特定の期間に出生した 15～49 歳の女性

のうち、4 回以上妊婦ケアを受けた人の

割合 

（２）日本の値のデータソース 

プライマリデータを有さない国に対し

て、国連 SDGs 指標のメタデータでは、

次の方法が推奨されている。 

指定の高所得国*のうち、Global 

Health Observatory data repository より

antenatal care coverage 8） (4 回もしくは

それ以上の妊婦ケアを受けている妊婦の

割合)のデータが入手可能な国＊＊の最新

データの中央値を算出。 

 

*アルゼンチン、オーストリア、オース

トラリア、ベルギー、ブルネイ、カナ

ダ、チリ、キプロス、チェコ、デンマー

ク、エストニア、フィンランド、フラン

ス、ドイツ、ギリシャ、アイスランド、

アイルランド、イスラエル、イタリア、

ルクセンブルク、マルタ、オランダ、ニ

ュージーランド、ノルウェー、ポーラン

ド、ポルトガル、韓国、シンガポール、

スロバキア、スロベニア、スペイン、ス

ウェーデン、スイス、英国、米国、ウル

グアイ 

**データが入手可能で算出に使った国

は、36 か国中 13 か国であった。 

（アルゼンチン、オーストラリア、ベル

ギー、カナダ、チェコ、エストニア、フ

ィンランド、フランス、アイスランド、

イタリア、ルクセンブルク、韓国、米

国、ウルグアイ） 

 

（３）最新値 

96.5％（2019） 

 

９．指標 3.8.1-3：小児予防接種 

（１）指標の定義 

ジフテリア・破傷風・百日咳混合ワクチ

ンの 3 回接種を受けた乳児の割合 

（２）国連で発表されている日本の値の

データソース 

地域保健事業報告に基づく厚生労働省発

表の定期の予防接種実施者数（率）9） 

日本では、4 種混合（DPT-IPV）の 3 回

目の接種率となる。 

（３）最新値含む過去 5 年の値 

96.2％（2019） 

98.3％ (2018) 

100% (2017) 

100% (2016) 

99.1% (2015) 

 

１０．指標 3.8.1-4：小児の治療 

（１）指標の定義 

肺炎が疑われる 5 歳未満の子どもが、適

切な保健施設や医療機関を受診した割合 

（２）日本の値のデータソース 

プライマリデータを有さない国に対し

て、国連 SDGs 指標のメタデータでは、

次の方法が推奨されている。 

肺炎の症状に対して求められるケアの

カバー率（ロジットスケール）として、

WHO Global Health Estimates 2016 

Summary Table 10)から取得できる 5 歳未

満の肺炎による死亡率推定値のログ関数

を算出。 

（３）最新値 
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98.1％ (2019) 

 

D.考察 

本研究では、SDGs における母子保

健・小児保健・リプロダクティブヘルス

に関連した 9 つの指標について、SDGs

指標のメタデータで示される定義、算出

方法に基づき日本の各指標を提示した。 

9 つの指標のうち、６つの指標は国内の

プライマリデータにより値を提示するこ

とができた。残り 3 つに関しては、国内

のプライマリデータではなく推計値を公

表していた。推計値を公表していたデー

タは、3.7.1 および 3.8.1-1 の指標である

生殖可能な年齢（15～49 歳）の女性の

うち、妊娠を望まない、もしくは次の妊

娠を先延ばしにすることを望み、現在、

近代的な避妊法を使用している人の割

合、3.8.1-2 の指標である 15～49 歳の女

性のうち、4 回以上妊婦ケアを受けた人

の割合、肺炎が疑われる 5 歳未満の子ど

もが、適切な保健施設や医療機関を受診

した割合、であった。 

ここでは、推計値を公表している３つ

の指標に関して、一つ目に国連 SDGs メ

タデータによる推計値の妥当性、また二

つ目にそれらの指標により日本の進捗状

況をモニタリングすることに対する妥当

性（他指標の可能性）、日本国内の状況

を鑑みながら、考察する。 

 

1. 家族計画へのアクセス 

（１）メタデータの推計値の妥当性 

  家族計画へのアクセスは、「生殖可能

な年齢（15～49 歳）の女性のうち、妊 

娠を望まない、もしくは次の妊娠を先延

ばしにすることを望み、現在、近代的な

避妊法を使用している人の割合」を指標

としてモニタリングされている。この指

標は、国連社会人口局人口部において、

各国の値を、当該国の複数の調査結果か

らのベイズ推計により推計値を算出して

いる 11）。そこでは、日本の推計値の算出

には、1950 年～2015 年までに実施され

た 32 の調査（表）が使われている。 

表 推計に使用された 23 の調査 

1950 

Japan 1950 1st Public 

Opinion Survey on Birth 

Control 

1952 

Japan 1952 2nd Public 

Opinion Survey on Birth 

Control 

1952 
Japan 1952 Sample Study of 

Fertility 

1954 

Japan 1954 Survey of 

Prevalence of Contraceptive 

Practice 

1955 

Japan 1955 3rd Public 

Opinion Survey on Birth 

Control 

1957 

Japan 1957 4th Public 

Opinion Survey on Birth 

Control 

1959 Japan 1959 5th Public 

Opinion Survey on Birth 

Control 

1961 Japan 1961 6th Public 

Opinion Survey on Birth 

Control 

1963 Japan 1963 7th Public 

Opinion Survey on Birth 

Control 

1965 Japan 1965 8th Public 

Opinion Survey on Birth 

Control 

1967 Japan 1967 9th Public 

Opinion Survey on Birth 

Control 

1969 Japan 1969 10th Public 

Opinion Survey on Birth 

Control 
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1971 
Japan 1971 11th National 

Survey on Family Planning 

1973 
Japan 1973 12th National 

Survey on Family Planning 

1975 
Japan 1975 13th National 

Survey on Family Planning 

1977 
Japan 1977 14th National 

Survey on Family Planning 

1979 
Japan 1979 15th National 

Survey on Family Planning 

1984 
Japan 1984 17th National 

Survey on Family Planning 

1986 
Japan 1986 18th National 

Survey on Family Planning 

1987 
Japan 1987 9th National 

Fertility Survey 

1988 
Japan 1988 19th National 

Survey on Family Planning 

1990 
Japan 1990 20th National 

Survey on Family Planning 

1992 
Japan 1992 21th National 

Survey on Family Planning 

1994 
Japan 1994 22th National 

Survey on Family Planning 

1996 
Japan 1996 23th National 

Survey on Family Planning 

1997 
Japan 1997 11th National 

Fertility Survey 

1998 
Japan 1998 24th National 

Survey on Family Planning 

2000 
Japan 2000 25th National 

Survey on Family Planning 

2004 

Japan 2004 1st Survey on 

Population, Family and 

Generation 2004 

2005 
Japan 2005 13th National 

Fertility Survey 

2014 
Japan 2014 Biodemography 

Project Survey 

2015 
Japan 2015 15th National 

Fertility Survey 

2015 年の第 15 回出生動向基本調査

（夫婦調査、独身調査）では、現在の避

妊の方法、理想的な子どもの数、今後の

子どもの予定、過去の妊娠の際の予定の

質問項目がある。単純集計の結果ではあ

るが、夫婦調査において、現在避妊をし

ている割合は、約 40％であり、うちコン

ドームが 77.4％、IUC（子宮内避妊用

具）が 1％、経口避妊薬 2.3％の報告が

ある 12）。公開データの中には、今後の子

どもの希望の有無とのクロス集計がみら

れないが、これらの質問から国連 SDGs

メタデータに類似する値が算出可能だと

考えられる。 

 2014 年の生物人口学プロジェクトの

報告では、妊娠の希望の有無とのクロス

集計において、既婚女子で妊娠を希望し

ていない女性のうち 39％が確実な避妊

（コンドームあるいは経口避妊薬）を実

施、未婚女性で妊娠を希望しない女性の

47％が実施であった 13）。 

 メタデータの方法による推計値は

54.9％～57.1％であり、日本のプライマ

リデータからの値の算出より、高めに報

告されており、過大評価されている可能

性も考えられる。 

（２）モニタリング指標の妥当性（他指

標の可能性） 

妊娠の高齢化、少子化に向き合う日本

において、現在、家族計画の意味は、避

妊のみならず、妊活という言葉が登場し

た背景にもあるように、妊娠を希望する

夫婦の数も相当数いる。不妊治療の全体

の実施件数の把握はないが、日本産婦人

科学会が発表した調査結果では、2018

年の特定不妊治療（体外受精、顕微授

精）による出生数は 56,979 であり 14）、

年々増加している。このように、日本に

おいては、婚姻や出産をとりまく社会背
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景にあいまって、妊娠へのニーズも増え

ており、避妊とは逆のニーズに充足も考

慮した家族計画のモニタリングが必要と

考える。 

 

2. 妊婦ケアのアクセス 

（１）メタデータの推計値の妥当性 

 妊婦ケアのアクセスは、「特定の期間

に出生した 15～49 歳の女性のうち、4

回以上妊婦ケアを受けた人の割合」によ

りモニタリングされている。 

 本指標は、日本のオリジナルデータが

ないため、13 か国の高所得国の最新デー

タの中央値をとり、96.5％となってい

る。 

 日本においては、妊婦健診受診が本指

標になるが、我が国は、妊婦健診 14 回

の公費負担が基準とされ、厚労省の市区

町村を対象にした調査結果においても、

全ての市区町村で 14 回、もしくはそれ

以上の公費負担を実施していた 15）。し

かし、出産女性を対象にし、妊娠期間中

の妊婦健診受診回数の調査や報告は存在

せず、基本的に、妊婦ケアに関しては、

フリーアクセスの状況ではあるが、その

活用状況は明らかになっていない。 

 わが国では、この指標の類似もしくは

代替として活用できるデータは、市町村

から都道府県を通して厚労省に報告され

る「地域保健・健康増進事業報告」の中

にある、妊娠週数別妊娠の届出である。

ここでは、届出数を第 11 週未満、第 12

～19 週、第 20～27 週、第 28 週以降、

出産後別の報告となっている 16）。最新年

（2018 年）の公開データの値は、届出

総数が 933,586 件（うち届出週数不詳除

くと 931,141 件）、第 11 週未満での届出

が 871,297 件（93.6％）、第 12～19 週が

47,181 件（5.1％）、第 20～27 週が 6843

件（0.7％）、第 28 週以降の届出が 3833

件（0.4％）出産後の届出は 1987 件

（0.2％）であった。出産後の届出の

0.2％は未受診での出産であり、この値

は妊婦ケアにアクセスできていない値と

なる。 

 大阪産婦人科医会による未受診や飛び

込みによる出産等実態調査報告書 2014 
17）においても、およそ 7 万３千件の年間

分娩のうち約 0.4％（250 分娩に 1 件）

の報告があった。大阪府産婦人科医会で

は、2009 年～2019 年の 11 年間、調査

をしているが、経年的には 0.2～0.4％の

飛び込み出産の報告がみられた 18)。 

 今回、国連 SDGs メタデータの方法に

より算出された妊婦ケアを 4 回以上受け

た妊婦の割合は、96.5％であったが、上

記日本国内の報告と比較すると、メタデ

ータの方法による算出値は、過小評価さ

れている可能性がある。 

 日本においては、各妊婦の妊婦ケア

（妊婦健診）の受診状況は、国や地域の

周産期ケアに関わる施策の計画、モニタ

リング、評価にはかかせない情報である

ため、日本においても、これらの指標を

グローバルスタンダートに合わせて、提

示していけるようなしくみづくりが必要

である。 

 

（２）モニタリング指標の妥当性（他指

標の可能性） 

  SDGs の指標に関しては、UNAID

が各国で実施する Demographic Health 

Survey と UNICEF が実施する Multiple 

Indicator Cluster Surveys で収集可能な

指標が取り上げられている。しかし、現

在では妊娠期の 4 回の妊婦ケアでは不十

分とされている。妊婦ケア（妊婦健診）

の基準（十分な回数など）は世界で統一

のものはないが、WHO では、全妊娠期

通じて 8 回の妊婦ケアと 12 週未満から

の開始を提唱している。 
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 また、保健医療制度が進んでいる国々

では、回数のみではなく、妊婦ケア（健

診）開始時期、ケア（健診）内容での評

価も必要になると考える。 

3．小児の治療へのアクセス 

（１）メタデータの推計値の妥当性 

 今回、WHO が公表する各国の 5 歳未

満児の死因別死亡のうち呼吸器感染によ

る推定死亡率の値を活用した。呼吸器感

染症による推定死亡率を人口 100 対の値

に変換し、そのロジットスケールを計算

し、（1-log）を「肺炎が疑われる 5 歳未

満の子どもが、適切な保健施設や医療機

関を受診した割合」とした。その結果、

98.1％となった。 

 今回、使用した呼吸器感染症による推

定死亡率は、0.2（人口 1,000 対）であっ

た。日本の人口動態統計の年齢別死因別

死亡率 ６)では、肺炎の死亡率は 2000 年

以降 2.8~0.9(人口 100,000 対)であり、

推定死亡率が日本の人口動態統計より高

く推定されている。人口動態統計の値を

使い、同じようなプロセスで求めたとす

れば、カバー率はさらに高くなり、今回

報告した値は過小評価されている可能性

がある。 

 

（２）モニタリング指標の妥当性（他指

標の可能性） 

 上記の方法でのカバー率の算出である

と、日本における医療提供体制や治療技

術を考慮し、まずは死亡率自体がアクセ

スの不十分を原因として起きているもの

かの検討が必要である。 

 小児の治療のカバー率に関して、子ど

もが一般的に罹患しやすい呼吸器感染症

を対象にすることで、ハードルが最も引

くい基礎的な治療のカバー率を予測でき

るとは考える。しかし、もし呼吸器感染

症のみを対象に考えるのであれば、日本

においては、どのような対象が受診の遅

れがみられるのかなど、さらに詳細な分

析でモニタリングする必要性があるだろ

う。例えば、日本では児童虐待報告数が

増加する中、医療ネグレクトを受ける子

どもであるケースもある。日本では、子

どもの治療のカバー率（アクセス）を表

すデータの整備はされておらず、今後は

国際的な動向をもとに、日本の社会に即

したモニタリング指標の開発とその整備

が必要となる。 

 

E.結論 

 本研究では、日本の母子保健・小児保

健・リプロダクティブヘルスに関連した

９つの指標について、国連 SDGs 指標の

メタデータの定義・方法による最新年の

値を算出し、その妥当性を検討した。 

 その結果、家族計画へのアクセス、妊

婦ケアのアクセス、小児の治療のアクセ

スの指標については、国連の推定値を公

開していることがわかった。それらの値

は、過小評価、過大評価されている可能

性があった。また、現在の日本社会にお

ける母子保健・小児保健・リプロダクテ

ィブヘルスの現状を正しくモニタリング

しているとは言い切れない指標もあり、

今後、日本も含む高所得国にとって適切

なモニタリング指標の開発が必要とな

る。 
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